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韓国における金融危機以降の信用不良者の増加原因
韓　尚均＊
１．はじめに
韓国は，1997年末に深刻な金融経済危機に直面した後に約３年半で危機を乗り越え内外的に高く評価さ
れた。危機発生後，危機克服の初期段階での高金利政策から低金利政策に転換し抜本的な金融構造改革を
実施するとともに，冷え込んでいた景気を浮揚する目的に内需拡大を図り経済成長を牽引しようした。こ
うしたことを背景に，1999年以降政府のクレジットカード利用に対する奨励政策によって信用カード市場
が急速に成長した。しかし，2002年以降から信用不良者の急増問題が大きな社会問題をもたらした。借金
を返すために犯罪を起こしたり，膨大な借金が膨らみ到底返済できない人々が悩んだ末自殺を図ったりす
る事件や事故が相次いだ。また，自己破産宣告を受けた人々が増え，政府は彼らを救済するための制度を
設けるなど国全体が信用不良者問題に陥った。現在も，信用不良者数は減ったものの依然として問題が多
く，それにたいする対策など明確に解決されていない状況となっている。
韓国の信用不良者数は，2003年末に約370万人を超えた。これは当時の経済活動人口の1/6（18％）にあ
たる。信用不良者は，政府が信用カード利用に対する規制緩和を実施した1999年５月頃から増加しはじめ，
４年間で約２倍になった。その後，信用不良者急増の深刻さを認識した政府によって規制強化などが実施
され，2003年をピークに信用不良者の数は減少するが，依然として冒頭で述べたようにさまざまな弊害を
与えている。
韓国における信用不良者増加の原因には，金融危機以降抜本的に行われた金融構造改革の影響も考えら
れる。金融構造改革が実施され金融機関の間で生き残るための熾烈な競争が繰り広げられる中，銀行など
の貸出パターンが企業貸出から個人向け貸出へ変わったことが要因として挙げられる。このように，信用
不良者急増問題を金融構造改革の後遺症や副作用としてとらえることもできる。そして，韓国における信
用不良者増加問題は，信用不良者のうちカード利用者が占める割合が大きいことから，国民所得１万ドル
を超える段階の国でよく見られるケースであるとも言われている。しかし，韓国における信用不良者問題
の場合は，単純にカード利用者だけの問題や過剰消費現象だけでとらえることはできないと思われる。
韓国の信用不良者問題の場合には，前述したように，金融危機以降政府が実施した内需拡大戦略の一環
として行われた，カード利用の規制緩和から起因しているので，当時の監督機関である金融監督委員会，
金融監督院，財政経済部の政策ミスの問題として考えられる。もちろん，カードを無分別に使った当事者
（カード利用者）が一次的な責任をとらないといけないが，そうなれるように様々な規制緩和や奨励政策
を実施したあと，無分別なカード使用を放任し黙認した金融監督機関の責任は大きいと言わざるを得な
い。
研究ノート
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本稿の目的は，韓国における信用不良者急増の原因について考え，金融構造改革との関連性について考
察することである。本稿では，まず韓国の信用不良者の現況について概観したあと，信用不良者の増加原
因について，そして金融構造改革との関連性について考察し整理してみたい。
２．信用不良者の現況
韓国における信用不良者の数は，2003年末の372万人をピークに下落しつつある。ここでは，信用不良
者問題が一番深刻な状態であった2002年から2003年を中心にその状況をみることにしたい。まず，韓国の
信用不良者のうち信用カード関連者が過半数を占めているだけに，韓国の信用カードの歴史について簡単
にみてみる。そのあと，信用不良者数や信用カード利用の増加推移，そして韓国のクレジットカード関連
信用不良者の特徴についてみてみたい。
（１）韓国の信用カード会社の歴史
韓国では1960年代末流通業界で信用カードが初めて導入された。1969年新世界百貨店で三星グループ役
職員を対象に信用カードを発給したのがそのスタートとされる。そして，翌年1970年に朝鮮ホテルが会員
制カードを発行し，74年にはミトパ百貨店，79年にロッテ百貨店とコスモス百貨店がそれぞれ自社カード
を発給し，クレジットカード業務をはじめることで広がった。
銀行でクレジットカードの業務を最初にはじめたのは，韓国外換銀行であった。同行が1978年４月に銀
行法に沿って，信用カード業務を附帯業務として認可を取得し営業を始めたのがその出発点である。それ
以降，1980年代に入って銀行の信用カード業務への参入が本格化され，1986年まで15つの銀行系兼営カー
ド会社が設立された。また，専門的に信用カード業務を取扱する専業カード会社は，1978年７月に設立さ
れたコリアンエクスプレス（Korean Express）社が業界初とされており，1986年までに４つの専業カー
ド会社が設立された。そして，1987年５月30日，信用カード業務を制度化し，信用カード会社の健全な育
成を支援するとともに信用カード会員に対する保護を強める目的として「信用カード業法」が制定された。
そのあと，1988年のソウルオリンピックを前後に，信用カード会社数は飛躍的に増え，1996年末まで銀行
系兼営カード会社29社，専業カードの７社など合計36社が信用カード業を営んでいた。その後の1997年８
月に，「与信専門金融業法」1（以下「与信法」と略）が制定された後に，金融構造改革が実施され銀行系兼
営カード会社数は減少するようになった。専業カード会社は，1996年末の７社から新韓カード会社とウ
リィカード会社が新規設立され９社となっていたが，2003年下半期以降，信用カード会社の経営悪化が浮
上し構造改革が行われ国民カード会社（03.9.30），外換カード会社（04.2.28），ウリィカード会社（04.3.31）
などが親会社（母銀行）に合併されることで2004年３月末まで６社体制になった。金融監督院の資料によ
ると，2004年３月末まで韓国で信用カード業務を営んでいる会社は，専業カード会社６社，銀行系兼営
カード会社16社，流通系兼営カード会社26社とされ，合計48社となっている2。
このように韓国では，1969年に信用カード産業が始まり1980年代以降カード産業が本格的に成長したも
のの，1990年代後半までには規模や利用面においてそれほど大きいわけではなかった。規模と利用面にお
いて急膨張を遂げたのは，1999年の政府のカード利用に対する奨励政策が実施されてからであった。つま
り，韓国における信用カード市場の歴史は比較的短く，最近10年くらい前から急速にその規模と利用が増
1  1997年同法の制定当時の重要関心事は，金融自由化のムードの中，信用カード市場への進入許可をどの程度まで自由化させる
かということであった。すなわち，既存の認可制から登録制に転換するかどうかという問題であった。しかし最終的には，与信
専門金融業種の健全な経営確保に焦点があてられ，事実上新規進入が制限された状態で既存事業者に対する各種の支援が与えら
れただけであった。
2  監督院（2004），24～25ページ。
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えたと言える。そして，その背後に政府の人為的な景気浮揚策の一環として実施されたカード利用の奨励
政策があったことが重要と言える。
（２）信用不良者の推移
信用不良者は，金融機関からの借入金を返済していない者のうち，30万ウォン（延滞金額）・90日以上
延滞した者を言う3。一旦信用不良者として登録された後に，３か月以内に返済すれば，登録された記録が
消えるシステムとなっている。しかし，１年以内に返済された場合は，１年間その記録が保存される。さ
らに１年経過した後に返済した場合には，２年間その記録が保存された後に消える仕組みとなっている4。
表１と図１は，信用不良者の推移を表したものである。韓国では，1999年以降政府のクレジットカード
利用を促進するさまざまな政策によって，信用不良者が1999年200万人から2000年208万人へ，2001年245
万人へ，そして2002年264万人となった。しかし，全体信用不良者のうちクレジットカード関連者は1999
年59万人から2002年149万人へ３倍近く大幅に膨らんだ。また，政府による規制緩和政策から規制強化へ
と政策が変わったあとの2002年以降は，2002年12月期の264万人から2003年３月期の296万人へ，そして，
１年後の2003年12月期には372万人へ約110万人の信用不良者ができた。そして，そのほとんどが信用カー
ド利用関連の人々であった。表１で見るように，2003年12月期の全体信用不良者372万人うち信用カード
関連の信用不良者が240万人を占めており，全体の信用不良者の64.5％となっている（表１と図１参照）。
表１　信用不良者の推移
（単位：万名，％）
年　　度 1999 2000 2001 2002 2003
月末数値 12月 12月 12月 12月 ３月 ６月 ９月 12月
全体信用不良者（A） 200 208 245 264 296 323 350 372
信用カード関連（B） 59 78 104 149 177 198 220 240
比率（B/A） 29.5 37.5 42.4 56.4 59.8 61.3 62.9 64.5
出所：全国銀行連合会（ホームページ：http://www.kfb.or.kr/）より。
図１　信用不良者数の推移
（単位：万名）
出所：同上。
そして，表２からみるように，1990年には１千万枚であった信用カード発給数が2000年以降急増し，
3  この時点で銀行連合会の電信網に信用不良者として登録される。
4  三星経済研究所，「信用社会定着のための提言」（Issue Paper），2003.12.17，４ページ。
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ピークであった2002年末には１億枚を超え，約10倍以上の伸びを見せた。クレジットカード加盟店の数は，
1998年460万店あったのが，2002年1,560万店，そして2003年1,690万店へと大きく増加した。また，信用カー
ド利用金額をみると，1998年までは決済サービス（一括払と分割払いの合計額）と現金サービス（キャッ
シングからカードローンを除いたもの）が同じ程度であったが，2000年以降から現金サービスの比重が決
済サービスより著しく高くなった。また，信用カード年間利用額は1998年63.6兆ウォンから2002年622.9兆
ウォンに僅か４年で10倍近く爆発的に増加した（表２参照）。
表２　年度別信用カード利用実績
年度
カード数
（100万枚）
加盟店数
（10万店）
信用カード利用金額（１千億ウォン）
合計 一括払 分割払 現金サービス＊
1990 10 6 126 30 23 73
1992 15 9 157 51 28 77
1994 25 21 409 110 79 221
1996 41 35 630 203 123 304
1998 42 46 636 207 102 327
2000 58 86 2,249 556 240 1,453
2001 89 126 4,434 1,286 474 2,677
2002 105 156 6,229 1,920 732 3,577
2003 96 169 4,805 1,907 504 2,375
注：現金サービスとは，キャッシング項目からカードローンの項目を引いた分である。
出所：GunChul Hong，「信用カード市場の不実化問題」KAMCO REPORT，57ページ。
	 表３　信用カード利用の増加推移
項目 年度 1998 1999 2000 2001 2002 2003
経済活動人口のうち一人あたりカード数（枚） 1.96 1.80 2.6 3.7 4.5 4.0
家計信用対比信用カード比重（％） 8.7 10.9 17.7 19.7 19.1 12.7
民間消費支出対比信用カード利用額（％） 11.9 14.8 25.6 53.7 75.9 69.2
出所：監査院（2004），28ページ。
続いて，表３と図２を見ながら説明したい。まず表３では，一人当たりのカード所持枚数が1998年の1.96
枚から2002年4.5枚と増えた。その後，信用不良者急増問題が社会・経済的に深刻さを増し，政府がカー
ド利用に対する抑制政策に転じると，一人当たりのカード所持数は2002年以降減少することになる。しか
し，信用不良者数そのものについては，カード利用の奨励から抑制へとの急激な政策変更によって，むし
ろその後一時的に増えることになり，2003年末372万人まで増加した。また，同表からは，家計信用（個
人向け貸出＋販売信用）で信用カードが占める割合が1998年8.7％から2002年19.1％へ増加し，家計信用の
急速な増加要因となっていることが分かる。そして，全体民間消費支出対比信用カード会社の信用カード
販売比率も1998年11.9％から2000年25.6％，2001年53.7％，そして2002年75.9％へと急速に増加するなど信
用カード利用が民間消費支出増加を主導したことが伺える（表３参照）。次の図２は，現金サービス利用
額（キャッシング＝現金サービス＋カードローン）と決済サービス利用額の比較をグラフで表したもので
ある。図２でみるように，現金サービス額が2000年から増加しはじめ2002年に357兆を超え，同年の国民
所得の685兆ウォンの半分以上を占めた。このことから1999年以降政府の規制緩和によりカード利用が増
加し，特にカード利用者がクレジットカード使用を買い物などでの決済用よりキャッシングに使っていた
ことが伺える。しかし，2002年622.9兆ウォンだったカード利用額が2003年480兆へ，2004年には357兆へ
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と約半分近くに減った。また，現金サービス利用額は，2002年357兆から2004年127兆へと大幅に減少した。
これは，2002年の政府によるカード利用の規制強化が実施されたからである（図２参照）。
図２　信用カード利用額の推移
（単位：10億ウォン）
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出所：『季刊信用カード』与信金融協会（http://www.crefia.or.kr/），2008年６月号，128ページ。
（３）韓国の信用不良者の特徴
以上で見たように，韓国における信用不良者の特徴としては，全体の信用不良者の中で信用カード関連
の信用不良者が多いということ，特に信用カードを利用した人の中で，決済サービス（買い物でのクレ
ジットカード使用）より，キャッシングの利用が多くなったこと，そして20～30代の若い世代の信用不良
者が全体の50％を占めていること，また1,000万ウォン（100万円）未満の信用不良者が全体の47％を占め
ていることである。このなかでもとくに，信用不良者の多くが20代と30代の若い人々であることは注目す
べき点である。また，看過できない大きな問題として，複数のカードを利用し返済日が近づくと，別のカー
ドでお金を借り（これもまたキャッシンクで），そのお金で返済するケースが増えてきたことである。そ
うすると，結局借金は瞬く間に膨らみ，自分の能力では到底返済できなくなるまで行ってしまい自己破産
に陥るのである5。
監査院によれば，「2002年末現在，全体信用カード会員2,495万人のうち，４枚以上複数のカード所持者
は1,032万人（41.0％）に至っており，複数カード所持者のうち２つ以上の信用カードから現金サービス
（キャッシング項目からカードローンの項目を除いた部分）を受けている多重現金サービス利用者は279万
人，そして４つ以上のカード使って返済日ごとに別のカードで借りたお金で返済し，また他のカードで現
金サービスを受けるという借金生活者が107万人に至る」6 という。
これらのことで，1999年以降政府による内需拡大の政策の一環として行われたクレジットカードの奨励
5  監査院（2004），28ページ。
6  同上，29ページ。
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政策が，短期間にカード利用を増加させ，若い世代の低所得層を中心にクレジットカードが銀行代わりに
使用されたと言える。以下では，章を改めて信用不良者の増加原因について考えてみたい。
３．信用不良者の増加原因
韓国における信用不良者急増とそれによる信用カード会社の経営悪化は，様々な要因が複合的に絡み
合って起こった結果である。まず，経済危機以降内需の不足を補うためにカード利用を奨励した政府の政
策があった。そして，それに呼応して LG，三星などの相対的に遅れをとってカード産業に入ってきた，
いわゆる後発（後で出発したという意味で）大手カード会社を中心に過度な競争が発生していったことが
ある。その他にも信用不良者が急増した原因について幾つか挙げられる。ここでは，以下のように，上記
２つの原因を含めて，①カード利用の奨励政策，②家計部門の貸出の増加（銀行行動の変化），③監督機
関の不在（問題の深刻性を過小評価），④信用カード会社の過当競争，⑤消費者の支払能力以上の消費，
といった５つ原因についてみることにしたい。
（１）カード利用の奨励政策
韓国は金融危機以降，民間消費を刺激するために1999年以降，信用カードの利用を奨励する政策を実施
した。また，2001年度からは，高額商品（自動車など）を中心に特別消費税を引き下げるなど（2002年８
月まで時限措置），危機に陥り克服する過程において内需拡大を図る様々な政策を実施した。こうした韓
国政府の内需拡大政策は，危機以降の経済成長を牽引し，経済回復に貢献をしたものの，信用不良者急増
問題やそれによる景気の冷え込みをもたらし，経済・社会的な深刻な問題を発生させた。そしてその後，
深刻な状況に直面した韓国政府は，規制緩和から規制強化へと方向を転換し対策を講じたが，それがまた
大手カード会社の経営悪化を引き起こす要因となったため，再び規制緩和へ変えることになった。このよ
うに，信用カード利用に対する韓国政府の政策は，規制緩和と規制強化を繰り返しながら推進されてきた。
以下では，表４で示されているように，1999年から2001年までにカード利用に対する規制緩和策を中心に
見てみる。そして，そのあとの規制強化策についても触れてみたい。
第一に，1999年５月４日，財政経済部の発議によって与信専門金融業法施行規則第７条を改定し，現金
サービス限度額を当時70万ウォンから1,000万ウォンまで引き上げた7。これにより，クレジットカード利用
額が急激に増えた。しかし，これを管理監督する仕組みなどが不十分であったために，信用不良者を増加
させる原因となった。第二に，1999年９月に導入した所得控除制度である。これはクレジットカード使用
金額が年間給与所得の10％を超える場合，超過額の10％が課税所得から控除（上限は300万ウォン）され
るものである。第三に，2000年６月から実施された信用カード福券（宝くじ）制度である。これは，カー
ドの利用レシートに（控え）に付けられた番号について毎月抽選が実施されるもので，当選されると最高
額で１億ウォン（１千万円）が貰える。このほか法人や加盟店に対して様々な恩典が与えられた8。このよ
うに，政府のクレジットカード利用に対する奨励政策によって短期間にカード利用とカード加盟店が増加
した。
もともと，韓国では1990年代以前までには信用カードがあまり使われていなかった。その理由としては，
信用カード発給自体がそう簡単ではなかったため，買い物などではほとんど現金で支払っていた。国民の
7  このことについて，以前の信用カード業法においても，1993年５月に現金サービス利用限度を月30万ウォンから月70万ウォン
に増額したことがあったが，信用カード会社の信用カードの濫発や延滞債権の急増といったような副作用が出ており，２年後の
1995年３月にこれをまた50万ウォンに縮小したことがある（その後1997年12月31日「与信専門金融業法施行規則」の制定する際，
利用限度を月70万ウォンに再び増額した）。
8  向山英彦（2003），２ページ。
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中でカードを所持している割合が比較的に低かったのであり，カードを所持できるのは富裕層あるいは，
少なくとも安定的な収入を持っている人にしかできなかったのであった。現在のように収入のない20代の
大学生などがカードをしかも多い時には５～６枚以上所持しているのは考えられなかったことであった。
したがって，カードを持っていないからカードを使えないのは当然のことであった。
しかし，2000年以降からカード発給のための審査が殆どなくなった。以前とは違って信用カードの発給
が非常に簡単になったのである。当時の雰囲気は，路上や地下鉄の改札口の周辺などでカード会員の募集
が頻繁に行われ，名前と連絡先など必要事項を記入すればカードを発給してもらえるような感じであっ
た。その中では，会員になれば様々な高価景品や特典満載のサービスを受けられると誘われ，会員になっ
た人たちも少なくないであろう9。このように1999年から2001年はクレジットカード利用に対する規制緩和
の時期であった。前述のとおり，この時期にはキャッシンク利用限度の廃止，利用額からの所得控除，カー
ドを利用した領収書の番号が宝くじとなる制度などカード利用に対する大幅な規制緩和及び奨励政策が実
施された。特に，現金サービス限度額（キャッシング）の廃止措置は，信用不良者増加をもたらした決定
的な要因となった。
表４　信用カード関連監督当局の規制変化
政策変化 主要内容
規制緩和
（1999～2001）
・カード会社のカード貸出など附帯業務取扱比率廃止（1999.2）
・現金サービス限度廃止（1999.5）（70万ウォン→1000万ウォン）
・信用カード所得控除制度導入（1999.9）
・カード領収証の宝くじ制度施行（2000.6）
規制強化
（2002～2003）
〈信用カード総合対策（2002.5.23）〉
・貸倒引当金積立基準強化（専業社と兼営銀行の貸倒引当金積立基準統一）：貸倒引当
金100％積立：延滞期間24カ月→６か月
・現金サービス及びカードローンなどカード貸出比重50％に縮小（2004年まで延長）
・貸倒引当金積立基準強化（要注意７％→12％）
〈信用カード会社健全性監督強化対策（2002.11.19）〉
・早期是正措置基準強化：調整自己資本比率基準と経営実態評価等級基準を銀行水準に
調整
・資産健全性分類及び貸倒引当金積立基準強化（兼営銀行は2002年9月から施行）
：専業カード会社の場合，現金サービス限度額のうち未使用分に対し１％の貸倒引当
金積立義務化
・対還貸出＊の資産健全性分類基準強化：期間経過に関わらず‘要注意以下’に分類
・調整自己資本比率算定寺債権売却金額及び ABS 資産の一定部分を総資産に含む
規制緩和
（2003～2004）
・カード貸出比率縮小2007年まで延長（2003.10）
・延滞率及び損益状況を早期是正措置基準から除く（2003.10）
規制強化
（2005～2007）
・カード会社の流動化資産に対する資本積立義務強化：流動化資産反映比率20％→30％
に上方調整
・信用カード所得控除期間２年延長，2006年より控除率下方調整（20％→15％）
・専業カード会社監督強化：対還貸出の健全性分類基準強化（2006年）
・景品提供，年会費免除，ポイント積立，無利子割賦などの過当競争制限（2007年）
・加盟店の場合，カード売上を信用カード会社以外譲渡不可（2007年）
注：対還貸出：金融機関から貸出を受け従前の貸出金を還すこと。
出所：「国内信用カード市場の現況と展望」『月刊金融』全国銀行連合会（http://www.kfb.or.kr/），2007年２月号，17ページ。
その後，信用カード市場は飛躍的に量的成長をみせており，過剰競争，無分別なカード発給，信用不良
9  このように，路上でのクレジットカード会員の募集行為を，韓国語で「길거리모집」（ギルゴリモジッ）と言い，日本語の「路
上募集」との意味である。
― 56 ―
地域総合研究　第36巻　第１・２号合併号（2009年）
者の急増などカード関連問題が浮き彫りになりはじめた。これに政府は，2002年から信用カード奨励政策
から規制強化に方向を転換した。具体的には「信用カード総合対策（2002.5）」及び「信用カード会社健
全性監督強化対策（2002.11）」などが発表され，早期是正措置基準の強化，附帯業務比率の50% 縮小，貸
倒引当金の積立基準を銀行水準に強化することなどが求められた。
こうした規制強化によって，2003～2004年の間にカード会社の収益性が悪化し，LG など大手カード会
社の流動性危機が発生する。このために，また韓国政府は，資本拡充及びカード債の満期延長を誘導し，
カード貸出比重50％以下の遵守期間を2007年末に延期するとともに，延滞率や損益状況を早期是正措置基
準から再び削除するなど一定部分規制緩和政策を推進した。
しかし，2005年からカード会社の収益性が改善されるとともに，カード会社間で過当競争に陥ると，そ
れを防ぐために健全性監督の強化政策を講じるなど信用カード市場に対する規制を再び強化した（表４参
照）。
（２）家計部門の貸出の増加（銀行行動の変化）
信用不良者の急増問題は，経済危機以降，景気沈滞，雇用不安が深刻になっている中で，銀行等による
個人向け貸出への増加があったことが大きな影響を与えたと考えられる。
冒頭でも言及したように，金融危機以降，抜本的な金融構造改革が実施され，熾烈な競争に晒された一
般銀行は，BIS 自己資本比率の遵守などで企業貸出から相対的にリスクの低い個人向け貸出へ転換する姿
勢を表した。また，資金需要側からは，金融危機克服のなかで構造改革の影響をうけ，企業の資金需要が
減る半面，雇用縮小で家計の資金需要は急増したのである。こうした家計信用の増加は，金融危機以降，
消費者金融に関心が高まった銀行が企業金融中心から家計貸出中心に方向転換したことが主因である。
金融危機以降，抜本的な金融構造改革が行われた韓国では，1998年から2002年にかけて一般銀行を中心
として，①家計貸出の増加，②有価証券のうち国債の保有率の増加，③担保貸出の比重の増加，④大型化・
兼業化の傾向，⑤外国資本による支配の増加，などの変化が見られた。このうち①～③は，金融機関自ら
の判断によるものであるが，④⑤は金融機関自身の判断というよりは，外的状況から生まれたことである
といえる。つまり，このことは熾烈な競争の中で生き残るための戦略として金融機関が取った行動であり，
危機以前と比べてより一層収益性と安全性を重視するようになった結果であったといえる。また深刻な金
融危機を経験した後，リスクを回避するインセンティブが大きくなった結果とも言えよう。以下ではその
ような変化の中で上記の銀行自らの行動変化である①～③の中から，信用不良者増加問題と関連している
と見られる，①の家計貸出の増加について見てみたい。
表５は，1997年から2004年までに一般銀行における総ウォン貨貸出のうち企業貸出と家計貸出の推移を
見たものである。表５から分かるように，家計貸出金残高は2004年に235兆ウォンであり，全体の貸出の
うち（総ウォン貨貸出）家計貸出が占める割合は55.7% となる。金融危機が発生した1997年の翌年である
1998年末には47.3兆ウォンであり，その比重は僅か32.4% であったが，なんと６年間で約５倍に膨れ上がっ
たことになる。特に2001年から2002年は133.8兆ウォンから190.6兆ウォンに急激に増加した。これに対し
て企業貸出は1998年の92.9兆ウォン（63.6%）から2004年の181.4兆ウォン（43%）であり，逆にその比重
面で減少している（表５参照）。
続いて図３について説明したい。図３は，表５と関連しており，表５での総貸出 A を除いた数値をグ
ラフ化したものである。図３で見るように，家計貸出（C）とは，一般家計貸出と住宅貸出（D）の合計
である。言いかえれば，一般家計貸出は，家計貸出から住宅貸出項目を引いたものである（一般家計貸出
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＝家計貸出－住宅貸出）。そのうち住宅貸出（D）は，住宅の購入などに使われた資金への貸出を言うが，
これが家計貸出（C）と比例して増加している10。また一般家計貸出（C－D）の中にも公式的なデータは
入手することが難しいものの，かなりの部分が住宅資金のための貸出に充てられていると思われる。
このことは，個人貯蓄率の推移との関連で理解することができる。個人貯蓄率は，金融危機以降 IMF
10 表５での家計貸出 C は，図３での家計貸出（C）と同じである。すなわち，表５の家計貸出 C は，図３での一般家計貸出（C－
D）と住宅貸出（D）の合計額となる。
表５　一般銀行１）における形態別ウォン貨２）貸出
（単位：兆ウォン，％）
区分 年末 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
総 貸 出 A 147.9 146.1 184.3 231.9 270.7 357.4 450.1 421.8
企業貸出 B
（B ／ A）
94.3
（63.8）
92.9
（63.6）
114.0
（61.9）
131.0
（56.5）
132.2
（48.9）
162.8
（45.5）
182.3
（45.0）
181.4
（43.0）
家計貸出 C
（C ／ A）
50.0
（33.8）
47.3
（32.4）
66.1
（35.9）
91.2
（39.3）
133.8
（49.4）
190.6
（53.3）
217.7
（53.7）
235.0
（55.7）
うち住宅資金 D
（D ／ A）
20.5
（13.8）
20.5
（14.0）
22.9
（12.4）
26.2
（11.3）
30.0
（11.1）
44.1
（12.3）
52.0
（12.8）
55.3
（13.1）
そ の 他 3.6 5.9 4.2 9.7 4.7 4.0 5.1 5.4
注：（   ）はウォン（WON：韓国通貨）貨貸出対比，１）一般銀行＝市中銀行＋地方銀行，２）ウォン貨：韓国の通貨のこと，
３） そ の 他 ＝ 公 共 及 び そ の 他 の 貸 出（Loans to Public Sector & Others）+ 財 形 貯 蓄 資 金 貸 出（Loans to Property 
Formation Savings）＋銀行間貸付金（Interbank Loans）。
出所：金融監督院『金融統計月報』，金融監督院ホームページ（http://fisis.fss.or.kr/）より作成。
図３　一般銀行における企業と家計貸出金推移の比較
（単位：兆ウォン）
注：データは表５と関連しており，（　　）の中の B，C，D の数値は表５と同じ数値である。また，一般家計貸出（C
－D）は，家計貸出（C）から住宅貸出（D）を引いた数値である。
出所：金融監督院『金融統計月報』，金融監督院ホームページ（http://fisis.fss.or.kr/）より作成。
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管理体制の下での高金利政策の影響で1997年12.5% から1998年19.9% へと増加した。しかしその後，低金
利政策に変更したことにより，1999年14.1% へ下落した。また翌年の2000年と2001年続けて下落し，2002
年の4.7% まで下落したことと関連している。つまり，貯蓄が減少しただけにその分，低金利基調での消
費増加や住宅購入への動向が伺えるものと考えられる。
表６　金融機関全体の家計貸出と販売信用の比率の推移（1996～2004）
  （単位：兆ウォン，%）
区分／年末 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
家計信用総額１）
 （増加率）２）
174.7
（－） 
211.2
（20.9）
183.6
（-3.0）
214.0
（16.5）
266.9
（24.7）
341.7
（28.0）
439.1
（28.5）
447.6
（1.9）
474.7
（6.1）
家計貸出（A）
（増加率）
151.0
（－）
185.0
（22.5）
165.8
（-10.3）
191.9
（15.7）
241.1
（25.6）
303.5
（25.9）
391.1
（28.9）
420.9
（7.6）
449.4
（6.8）
販売信用（B）
（増加率）
23.6
（－）
26.2
（10.8）
17.8
（-32.0）
22.1
（24.0）
25.8
（16.9）
38.2
（47.7）
47.9
（25.7）
26.6
（-44.5）
25.3
（-5.1）
注：１）家計信用総額（A+B）＝家計貸出（A）＋販売信用（B），販売信用とは掛け売りなどを言う。たとえは，クレジッ
トカードを使った商品購買，割賦金融会社や百貨店での掛け売り購買など。２）（　）の中の増加率は前年対比。
出所：韓国銀行『経済統計年報』（各年版）より作成。
図４　家計信用のうち家計貸出と販売信用の推移（金融機関全体）
（単位：兆ウォン）
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注：家計信用総額（A ＋ B）＝家計貸出（A）＋販売信用（B）。Y 軸左側は，家計信用総額と家計貸出の数値であり，
右側は販売信用の数値である。データは表６と同じである。
出所：韓国銀行『経済統計年報』（各年版）より作成。
これについては，貯蓄率の減少と消費増加との関連で，表６と図４を見ながら金融機関全体の家計信用
の推移から説明したい。ここでは，金融機関全体での家計信用総額は，家計貸出と販売信用の合計で構成
されることに注目したい。
表６では，表５と図３とは違って，一般銀行における家計貸出の推移を表しているのではなく，金融機
関全体での動きを表している。表６で分かるように，家計信用全体の総額が2000年の266.9兆ウォンから
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2001年の341.7兆ウォンに大幅に増加したが，家計貸出と販売信用に分けて見ると，家計貸出より販売信
用の増加率が高いことが分かる。これには信用カード（クレジットカード）を利用した百貨店での購入な
どが入っており，消費ブームでの消費支出が増えていたことが伺える。また図４では，2003年以降，信用
販売の方が大幅に低下しているのが見て取れる。これはこの時期から政府による信用カード利用に対する
規制が強くなったことと深く関連している（表６と図４参照）。
（３）監督機関の不在（問題の深刻性の過小評価）
経済危機以降，消費者信用市場を活性化させる大幅な規制緩和が行われ，2000年から信用カード会社に
よる資産拡大競争が激しくなった。これによってカード会社の借り手の返済能力を考慮せず無分別に信用
カードを発給するケースが多くなった。その起爆剤となったのは1999年５月に一人当たり70万ウォンで
あった信用カードによる現金サービス（キュッシング）限度額の規制をなくしたことである。
そして，信用不良者急増問題においては，こうしたカード利用に対する規制緩和が実施されたあと，無
防備に国民にカードを使わせ，その後の対策を講じなかった政府側の政策的失敗を大きな原因として指摘
することができる。このように，1999年５月以降の規制緩和から規制強化へ転換した2002年５月までの３
年に及ぶ期間に適切な措置をとらなかった政府監督機関（金融監督委員会と財政経済部）は，まず問題を
的確に把握しえなかったと考えられる。また，そのあと問題の深刻性を認識し始めてからは，管理監督す
る部局の意見の相違や命令体系の食い違いなどで対応時間が遅れてしまうという問題を抱えていたと思わ
れる。なぜ，こうしたことがおきたのかについて考えるときに，韓国の金融監督機関の構造的問題にその
理由があるのではないかと考えられる。
韓国では，1997年末の金融危機以降，抜本的な金融構造改革の一環として，財政経済部を徹底的に改革
する措置が行われてきた。財政経済部は，旧財政経済院であった時期から政経癒着を主導してきた張本人
として非難されてきた。危機以前の韓国金融システムは，一言で「官治金融」と呼ばれていた。この「官
治金融」という言葉は，文字通り「官が金融を治める」という意味であり，韓国ではかつての高度経済成
長の時代から長らく政府が銀行の経営に介入し，銀行の資金配分の役割を通して企業側の旺盛な投資活動
を支えることで経済成長を牽引してきた。こうした「官治金融」の総司令部のような存在が財政経済部で
あった。当時の財政経済院（財政経済部）は経済・金融政策のあらゆる権力や権限をもっており，金融機
関は彼らの業務や経営決定などを財政経済院の認可や許可なしにはほとんどできないほどであった。この
ように，強力な力を備えていた財政経済部は，1997年の IMF 経済危機を契機に権限の縮小を余儀なくさ
れる。
まず1998年４月１日，財政経済部（現在の企画財政部）が持っている金融監督政策機能を分離し，新た
に設置された金融監督委員会へ移した。そして，その後1999年１月２日に従来の金融圏別の銀行監督院，
証券監督院，保険監督院，そして信用管理基金に分かれていた金融監督機関を「金融監督院」に統合した。
このことにより，当時財政経済部の有している強力な権限を分離し，財政経済部に集中していた権力構図
から脱皮することが目的であった。そして，それまでの財政経済部ではなく，新たな金融監督委員会に金
融監督機能を一元化させる狙いがあった。そのことは，政府機関である財政経済部から金融監督だけを専
門に扱う金融監督委員会への新たな権力集中を意味する。しかしながら，当初の予想とは裏腹に金融監督
院に金融監督機関が統合された後も，金融政策は財政経済部で，金融監督政策は金融監督委員会で，そし
て金融監督執行は金融監督院で担当することになっており，金融監督体系が依然として多岐に分かれてい
るままとなった。このことは，1998年４月以降金融構造改革の中で徹底的に行われたはずの金融監督機関
の見直し作業が本当にちゃんとされていたかどうか疑問に残る点である。したがって，1999年以降の信用
カードの管理監督の問題においても，このように金融監督機関が多岐化されており，監督機関間の役割及
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び機能の混線からできた構造的な問題としてとらえることができる。
図５は，韓国の信用カード会社に対する監督体系を表したものである。図５で見るように，信用カード
会社に対する指導・監督機能は，財政経済部，金融監督委員会，金融監督院など３つの機関に分かれてい
る。このうち，金融監督政策機能は２つの機関に分かれ，財政経済部は金融監督法令の制定及び改定を，
金融監督委員会は金融機関の認可・許可及び金融監督規定の制定・改定を担当している。また，金融監督
委員会と民間機構である金融監督院の間では「業務分担に関する約定（MOU）」が締結（2000年１月）さ
れ，業務分担をしている。元来「金融監督機構の設置等に関する法律」により，金融監督委員会は金融監
督規定の制定・改定，金融機関の認可・許可及び不公定取引調査などの業務を担当し，金融監督院は金融
監督委員会の指示を受け金融機関の検査・監督業務を遂行するべきであるが，上記の MOU により金融監
督規定の制定・改定，金融機関の認可・許可などは金融監督院が，金融産業構造改編，金融市場安定政策
樹立などは金融監督委員会が担っている（図５参照）。
図５　信用カード会社に対する監督体系
信用カード業政策作成
与信専門金融業法令の制定・改定
信用カード会社監督政策作成
信用カード会社の認可・許可
与信専門金融業監督規定の制定・改定
信用カード会社に対する健全性監督，検査及び制裁
*専業カード会社の
健全性監督
銀行系兼営カー ド会社の
常時監視及び検査
*金融監督委員会業務
補佐（認・許可、与信
専門監督規定制定・
改定）
監督部署
銀行監督局与信専門監督室 非銀行検査 2 局   銀行検査１，２ 局
検査部署  
金融監督院
金融監督委員会
財政経済部
銀行系兼営カー ド会社
健全性監督
専業カー ド会社の常時
監視及び検査
出所：「監査院」（2004），37ページ。
監査院による2004年７月に提出された『監査結果処分要求書（金融機関監督実態）』によれば，「信用カー
ド会社の営業関連規制緩和及び信用カード活性化措置に伴う弊害に対する補完措置をとらなかったため
に，信用カード会社が現金サービスを中心に外形拡大の戦略をとり続け，その結果，信用不良者の増加と
その後のカード会社の経営悪化をもたらした」と報じた11。また，金弘範（2006）は，こうした金融監督
11 監査院（2004），62ページ。
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機関の構造的欠陥が，信用不良者問題をめぐる信用カード会社を監督する際にも如実に露呈されたと主張
している。
以上のように，韓国の信用不良者問題の背後には金融監督機関の間で金融監督政策をめぐる混沌があっ
た。金融監督委員会では，2001年５月の「信用カード業の問題点及び改善法案」，2002年４月の「信用カー
ド会社監督強化法案推進計画」，2002年11月の「信用カード会社健全性強化対策」など３回にかけて，信
用カード問題に対する対策が推進された。しかし，それらのすべてに法令改定事項が含まれており，財政
経済部の協調が欠かせなかったが，財政経済部との意見が合わなかったため問題の対策が先送りされる
ケースが多かったという。このように，信用不良者の問題の危険性を認識したあとにも，政策をめぐる食
い違いが生じるなど問題解決のための政策実行が遅れる過ちを犯した。
その面では，政府による規制緩和でカード利用が増え，信用不良者が増加するだろうと予測し問題が大
きくなる前に監督や事後対策などをきちんととるべきだったが，問題を過小評価し深刻さを認識しなかっ
た政府のこうした問題意識の欠如や予測のミス，そして，問題を認識した後も，管理所管の食い違いなど
による構造的な問題といったような管理監督機能の不在や責任関係の二重性（問題の回避）などがあって，
それが信用不良者を大きく増加させた重要な要因となったのである。
（４）信用カード会社の過当競争
1999年から2003年までの信用カード利用者は，カードで物を買う「決済」用度より，カードで貸出を受
けるために多く利用した。このことが信用不良者増加の一因となった。
これにより，貸出業務（キャッシング）を収益の源にしている後発カード会社の間では，過度な競争関
係が生じており，このことは主に顧客争奪戦とも呼ばれるほど，無理やりに顧客確保に力を注ぐ形で表わ
れた。たとえば，専業カード会社を中心に信用カード会員数を増やすための，いわゆる「カード募集員」
制度を設けた。このカード募集員たちは，前述したように街や地下鉄の商店街で通行人に声を掛け，その
場で名前や連絡先を（必要事項）記入してもらい，カードを発給する形で自分が雇用されたカード会社の
会員数を増やした。表７で見るように，カード募集員の数は，1999年7,563名から2000年31,044名に４倍以
上増えた（表７参照）。
このようなカード募集員制度は，カード募集員が集めた新規のカード会員の数が多ければ多いほど厚い
手当をもらえるシステムとなっていた。すなわち，実績に応じて１件当たりの発給手当が別途に設けられ，
募集員にインセンティブを与える方式で運営された。そのため，カード募集員たちは，競って自分の雇用
されたカード会社の会員を増やした。彼らカード募集員たちは，高価な景品なども躊躇なく提供し会員募
集に励んだ12。監査院の監査結果によると，このようなカード募集員などが募集した無所得者，信用不良
者，名義借用者などに無分別にカードを発給したカード会社のケースが少なくないという13。
表７　信用カード会社による募集人運用の現況
1999 2000 2001 2002 2003
募集人数（名） 7,563 31,044 32,825 51,028 3,850
募集費用（億ウォン） 579 2,003 3,619 4,185 1,473
出所：監査院（2004），31ページ。
12 監査院（2004），31ページ。
13 国民年金管理公団から所得がなく国民年金保険料の納付対象から除かれた約184万人に，合わせて約431万枚の信用カード（平
均2.3枚）を発給したという（2002年５月現在）。また，国民カード（株）など19社のカード会社は2000年，2001年に死亡者189人
に信用カードを発給，または，発給申請後死亡した451人の信用カードを第３者に交付したという（監査院の監査結果）。
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（５）消費者の支払能力以上の消費（過度な消費）
家計負債の急増の原因は，低金利下で金利負担が比較的に少なくなった消費者が信用カードを過度に利
用したからである。これは2003年12月現在全体の信用不良者のうち，信用カード関連者が64.5％を占めて
いることから分かる（前掲の表１参照）。
冒頭で述べたように，韓国における信用不良者増加問題は，信用不良者のうちカード利用者が占める割
合が大きいことから，国民所得１万ドルを超える段階の国でよく見られるケースであると言われている。
つまり，韓国の信用不良者の多くは，信用カード（主にキャッシンク）を利用しお金を借りたあとに延滞
もしくは返済ができないケースなので（カードを自分の支払能力を超えて使ってしまうケースもある），
信用カード関連の問題であり，このことは一人当たり国民所得が増えつつある，いわゆる先進国に近づく
開発途上国でよくみられるケースである。このように，信用不良者問題を先進国に近づける国々に共通的
に見られる現象としてとらえることもできる。
韓国は1960年代初めから1990年代半ばまでの約35年間持続的かつ急速に経済的成長を果たしており，そ
の後旺盛な消費意欲が生まれ消費が美徳という風潮が漂った。そして，1997年末に前代未聞の深刻な金融
経済危機に見舞われた。しかし，危機を乗り越える様々な努力をし，早期に危機克服を果たすことができ
た。信用不良者は，韓国が危機を乗り越える過程の中の1999年から2001年まで増加し続け，そしてさらに
政府が信用不良者急増の危うさに気づきカード利用に対する規制を強化するや一気に膨らんだ。
韓国が金融危機に陥ったあと，1998年から景気沈滞，企業倒産による失業やリストラなどで家計は非常
に窮乏している状況の中で，銀行などが金融構造改革の結果，企業貸出から個人向けへと貸出行動を転換
しつつあった。このように1999年から2001年までの時期というのは，金融機関が個人向け貸出へ力を入れ
始め，また消費者側からは低金利下での金利負担が少なくなったうえ，不動産価格の高騰などの現象が相
まって，金融機関からの借入が増加するなど，資金の供給側と需要側がお互い合致しているときだった。
そこに信用カードの規制緩和が実施された。このことで，銀行などの制度圏内での借入がどうしても不利
だった低所得層では信用カードを銀行代わりに使っていたと考えられる。
IMF 管理体制という前代未聞の事件のまえで，官民一致団結をし，危機を乗り越えたと自負していた
後に，１年間の我慢していた消費欲がカード規制の緩和や政府の内需拡大政策と相まって一気に爆発して
いたようであった。まさに，1999年から2001年の間の時期は，そのような雰囲気につつまれ，信用不良者
は増加し続けたのである。
こうした信用不良者の中では，クレジットカードを無分別に使っていた人々のうち，カードは現金では
ないからお金であるという実感が薄く，それゆえ自分の決済能力を超えて使ってしまったというケースも
少なくないであろう。韓国の信用不良者は20代と30代の年齢層が全体50% 以上を占めていると前述した
が，1970年以降生まれた20～30代の若い世代は，韓国の高度経済成長時代に生まれ貧しさを経験していな
い，本当にお金の大事さを分かっていない世代であると言われており，彼らは節約よりお金を使うという
ことに慣れていたことが考えられる。とくにそうした20代30代の若い世代のうちには，お金の使い方をあ
まり教育されていなかった人たちが相当いるということで，韓国での信用不良者急増の現象は，そのよう
な無知から生じた出来事であるとも言えるのではないかと思う。しかし，韓国における信用不良者問題の
場合は，そう簡単にカード利用者だけの問題や過剰消費現象としてとらえることはできない。
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図６　信用不良者増加の構図
銀行などの貸出競争
カード会社の過当競争
顧客獲得争い
無所得者や未成年、
政府の内需拡大政策  無資格者にカード発給
現金サービスの限度撤廃 金融監督機関の不在 
構造的な問題
適切な対策の不在
カード利用の規制緩和 問題の対策の先送り
信用不良者の増加
消費者の過剰消費
無分別なカード使用
出所：筆者作成。
図６から見るように，韓国における信用不良者の増加問題は，様々なことが絡み合って生じたと考えら
れる。無論，どんな出来事でも単なる一つの原因でしか問題が起きると思わない。図６で表したように，
まず，政府の内需拡大政策からカード利用に対する規制緩和が実施され，カード会社の過当競争や消費者
の無分別なカード使用があった。問題は，そうした過程の中で，これを管理監督すべき監督機関のミスで
適切な措置が実行されなかったということである（図６参照）。
金弘範（2006）は，「信用不良者及び家計負債急増問題，そして一連の信用カード会社の経営悪化は，
公共機関間の協力と牽制の不在，すなわち，政策調整の不在がもたらした監督失敗の結果である」と主張
する。金の主張によれば，「韓国は1998年以降，実施された金融構造改革の根幹である金融監督機関の抜
本的改革が，結局外見だけの改革ということになる。あるいは，改革は行ったが，依然として根本的な問
題は治癒されないままだったかもしれない」との見解を示している。
韓国の信用不良者問題の場合には，前述したように，金融危機以降政府が実施した内需拡大戦略の一環
で行われた，カード利用の規制緩和から起因しているので，当時の監督機関である金融監督委員会，金融
監督院，財政経済部の政策ミスの問題として考えられる。もちろん，カードを無分別に使った当事者（カー
ド利用者）が一次的責任をとらないといけないが，そうなれるように様々な規制緩和や奨励政策を実施し，
無分別なカード使用を放任し黙認した金融監督機関の責任が大きいと言わざるを得ない。
４．まとめ
韓国における信用不良者急増とそのあとの信用カード会社の経営悪化は，信用カード利用者の支払い能
力を超えたカード使用があったこと，信用カード会社の資金借入によるキャッシングを過剰に行うなど外
形拡大路線を追求したこと，それにカード会社の不十分なリスク管理や信用カード会社を監督する機関の
指導・監督のミスがあったことなど，多岐に渡る要因によって発生した14。そうした信用不良者の増加を
もたらした原因の中で，政府監督機関の問題が一番大きいと思われる。政府は1999年以降，内需の拡大を
図るため，現金サービス利用限度を廃止（99年５月）やカード利用者に対する租税減免，また，カード発
14 監査院（2004），４ページ。
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給の規制緩和など様々な形でカード利用に対する奨励政策を実施した。韓国でのこれらの政策は，一時的
に景気拡大をもたらしたが，信用不良者の急増やその後消費の落ち込みなどの結果となった。このような
ことは，監督過程において金融安定を重視するべき関連監督機関の間に協力と牽制機能が作動していな
かったと見る。
また，韓国でのこのような状況は，危機以降韓国政府が経済成長を意識しすぎて，無理やりに内需育成
政策を実施した結果であると言える。韓国が無理やりに内需拡大を図った結果，そのあとに400万人に肉
薄する信用不良者を量産したのである。これは，上述した金融監督機関の問題以前に韓国政府の政策的過
ちであったと認識すべきではないかと思う。したがって，人為的な内需拡大政策は副作用をもたらしかね
ないということを如実に見せている。
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